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１.序論 

日本におけるエネルギーと農業の問題は，カーボンニュ

ートラルや自給率，安全保障の観点から，社会課題として

の重要度が増してきている．エネルギー分野では，カーボ

ンニュートラルに向け，野心的な再生可能エネルギー導入

目標を掲げている 1)．特に日本で普及している太陽光発電

に関しては，国土面積あたりの設置率が世界トップクラス

で，新たな導入適地を創出することが課題となっている 1)．

さらにメガソーラーの不適切な導入を発端に，社会的受容

性が下がっていることも課題となっている 2)． 

一方で，農業分野では，低所得や就農人口の減少 3)とい

う慢性的な課題に加え，国際情勢の不安定化やカーボンニ

ュートラルから化石燃料への依存という課題が現在化して

おり，早急な対策が求められている 4)． 

そこで，近年注目を集めているのが，営農型太陽光発電

（Agrivoltaics）である．営農型太陽光発電とは，一時転用

許可を受け農地に太陽光パネルを設置し，同じ土地で農業

と発電事業を両立させるというシステムである 5)．2020 年

以降から国内外ともに本分野の研究が活発化してきており

6)，日本国内では FIT 制度の利用という形で露地栽培を中

心に導入事例が増加している 7)．  

エネルギー分野にとっては，太陽光パネルの導入余地と

して全国 400 万 ha 以上もの農地がポテンシャルとして検

討できるというメリットがある 8)．仮に 400 万 ha の 1%に

太陽光発電を導入すると，単位面積あたりの発電容量を

0.1kW•m-2として，40GW となる．2024 年 12 月時点の導入

量が 75.6GW であり，2030 年目標が約 110GW である 1)こ

とを踏まえると農地のポテンシャルが十分に大きいことが

わかる．一方で農業分野にとっても，再生可能エネルギー

の利用によって化石燃料への依存を解消することや発電事

業によって農家の収益を増加させることなどがメリットと

して認識されており，農村の豊富な再生可能エネルギーを

地産地消するためのエネルギーマネジメントが研究されて

いる 9)． 

しかし，FIT 制度の利用により，売電による収益が，農業

による収益を大きく上回る構造となっていたために，発電

事業に注力し，農業を半ば放棄するような形となってしま

う事例が発生しており，規制の対象となっている 10)．本来，

農業を行う土地で農業が放棄されてしまうことは，食料の

供給不足を招き，食料品の高騰や食料自給率の低下など国

家の経済および安全保障の観点から望ましくない．さらに

FIT の買取価格の低下や FIT 制度から FIP 制度への移行が

進み，発電事業での採算性は大きく変わることが予想され

る．これらの事情を踏まえ，農業と発電事業を両立する新

しいシステムの設計が求められている． 

農業は水稲栽培を含む露地栽培と施設栽培に大別され，
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営農型太陽光発電の導入を踏まえると両者にはそれぞれ異

なる特徴がある．露地栽培は大きな耕地面積を持つため，

太陽光発電の導入容量のポテンシャルが大きいという長所

がある．一方で，施設栽培では，冷暖房や換気，灌水など

の環境制御において電力需要があり，発電電力の自家消費

率を向上させる余地がある 11)．また，施設栽培では遮光と

いう日射を遮る環境制御を実施しているケースがあり，従

来の栽培方式が営農型太陽光発電との親和性が高いことも

強みとしてあげられる．以上より，施設栽培は耕地面積と

いう面では露路栽培に劣るものの，営農型太陽光発電の実

現可能性や，太陽光発電の導入と農業の電化という相乗効

果の創出において大きなポテンシャルを持つと考えられる． 

 

２.問題設定 

施設栽培で営農型太陽光発電を実現させるにあたり，大

きく 3つの課題がある． 

1 つ目は，営農の適切な継続である．農林水産省より通

常の 8割以上の単収を確保すること，品質に著しい劣化が

ないことという条件が課されている 7)．ここで単収とは単

位面積あたりの収穫量のことであり，以降では施設全体を

対象に議論を行うため，収穫量という単語を使用すること

とする．現時点では，施設栽培での事例があまり見られず，

露地栽培での事例がほとんど全てであるため，露地栽培に

向けた基準として解釈されるものの，施設栽培に対しても

同じ条件が適用されることが考えられる． 

2 つ目は，複雑な環境制御の最適化である．施設栽培で

は，温度・CO2 濃度・日射量などの多数の環境要素を，冷

暖房・換気・CO2 施用・遮光・補光といった多様な環境制

御で，制御している．特に，環境要素と環境制御が 1 対 1

の関係ではなく，1 つの環境要素の制御に複数の環境制御

が用いられる．一方で，1 つの環境制御によって複数の環

境要素が制御されるという，多対多の関係にあることが複

雑さの要点である． 

3 つ目は，収益性の追求である．営農型太陽光発電を行

うと，主に売上は収穫量と発電量で構成され，費用は電力

や燃料などの資源と設備で構成される．収益性を維持する

ためには，この売上と費用から算出される収益を最大化す

る問題に落としこみ，システム設計と運用を最適化するこ

とが必要である． 

本論文では，施設栽培が主流であり，高付加価値作物で

もあるイチゴを対象に，特に営農の適切な継続において重

要な収穫量の確保と複雑な環境制御の最適化に焦点を当て，

営農を適切に継続することが可能な営農型太陽光発電シス

テムの設計を検討し，将来的な収益性の追求につながる指

針を示すことを目指す．収穫量については，収穫量と光合

成量の間に比例関係が成立することを仮定し，植物生理学

に基づくモデルから光合成量を推定することで間接的に評

価を行う．ハウス内の環境については，気温・CO2 濃度・

日射量の 3 つの環境要素を対象に，換気・CO2施用・遮光

の 3つの環境制御を行うこととした．環境制御はいくつか

の制約条件下で光合成量を最大化するように決定すること

とし，太陽光パネルを設置する場合と設置しない場合を比

較し，光合成量がどの程度小さくなるかを検証する． 

 

３.手法 

3.1 ハウスの設計 

本論文では中小規模の一般的な農業用ハウスでイチゴを

栽培することを想定した．ハウスの形状と寸法は，図１に

示すように，間口 10m，奥行 30m，軒高 2m，棟高 4．9m，

屋根の傾き 30°とした．妻面を南北にもつ東西棟と呼ばれ

る形式であり，ハウス内に均一に光が入るという特徴を持

つ 12)．床面積を除く被覆面積は 535m2となる．イチゴは土

耕栽培により栽培するものとし，定植部分は図２に示すよ

うに，幅 0.9m，長さ 29m の畝が 6つ並ぶ設計とした．定植

面積は 157m2となっており，床面積 300m2に対して，52.3%

を占める． 

 

3.2 気象データ 

 環境要素として気温・日射量を考慮するにあたり，国立

図 1 ハウスの設計 
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研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

が提供する日射量データベース METPV-2013)の気温と日射

量のデータを利用した．まず，エリア名「東京都」・地点名

「東京」の 1 時間毎の気象データを 1 年分取得した．ただ

し，METPV-20 は，図３に示すように 2010 年から 2018 年

の気象データの中から各月を代表する年を選定し，それら

を組み合わせることで作成されるため，月毎に気象データ

を観測した年が異なることに注意が必要である 14)．今回は

日射量が平均的な 1 年になるように作成されたデータを使

用している． 

 

3.3 太陽光パネルと透過日射量 

 今回設置を検討する太陽光パネルは結晶系シリコン製で，

ストライプ状の発電素子部分の間隔を調節することで，擬

似的に半透明なパネルとなっている 15)．太陽光パネルの発

電素子以外の部分および太陽光パネルを設置しない部分に

ついては，ガラスと想定する．図４は NREL が提供する

ASTM G173-03 の基準太陽光スペクトル 16)に対する，ガラ

スと太陽光パネルの透過光スペクトルを示したものである．

ガラスの透過率は全ての波長について 90%と設定している．

また太陽光パネルの光の透過率に関して，基準太陽光スペ

クトルと比較すると透過するエネルギー量は 42.9%，光合

成有効光量子束密度（PPFD）は 47.6%である．そして太陽

光パネルを設置しない場合に用いられるガラスと比較する

と，エネルギー量は 47.7%，PPFD は 52.9%となる．ここで，

PPFD とは，植物の光合成に有効な波長の光量子の密度を

表す指標であり，植物の光合成と光環境の関係性において

頻繁に用いられるものである．エネルギー量と PPFD の透

過率は，本論文において，環境制御の最適化および光合成

量に直接影響を及ぼす重要な数値となる． 

 

3.4 群落光合成量の推定 

イチゴの収穫量を推定するにあたり，光合成量を推定す

るモデルを作成する．今回はハウス内の定植面積における

光合成量を推定するため，複数の葉，個体の集まりである

群落の各時刻の光合成速度をモデル化する．群落の光合成

速度のモデル化は，個葉の光合成速度のモデル化と群落の

光合成速度への拡張という 2つの段階で行われる． 

まず，個葉の光合成速度のモデル化には，FvCBモデル

を用いた 17)．光合成によって CO2を吸収する速度から呼

吸によって CO2を放出する速度を差し引いた純光合成速

度𝐴!は，次のように表せる． 

𝐴! = min&𝐴"，𝐴#' − 𝑅$ (1) 

右辺第一項の𝐴%は，カルボキシル化速度であり，Rubisco酵

素の活性に依存する．一方で𝐴&は光反応の電子輸送速度で

あり，電子伝達速度に依存する．CO2 が不足している状態

では Rubisco 律速と呼ばれ，カルボキシル化速度が律速要

因となり，日射量が不足している状態では，RuBP 再生律速

と呼ばれ，電子輸送速度が律速要因となる． 

次に，群落の光合成速度をモデル化するために，群落を

日のよく当たる陽葉と日があまり当たらない陰葉に分ける，

Two-Leefモデルを採用した 18)19)．このモデルは光の減衰に

関する Beer-Lambert の法則に由来するものである．群落内

の日射量𝐼(𝑙)は，累積葉面積𝑙の関数であり，次の式で表さ

れる．𝐼'は群落に最上部における日射量であり，𝐾は群落に

おける吸光係数であり，今回は一般的なイチゴの群落に対

応する値として 0.8 とした． 

𝐼(𝑙) = 𝐼' ⋅ exp(−𝐾 ⋅ 𝑙) (2) 

また，単位地表面積あたりに存在する葉の面積を表す葉面

積指数𝐿𝐴𝐼は 3 m2•m-2とした．吸光係数から陽葉と陰葉の

葉面積指数は次の式で与えられる． 

𝐿𝐴𝐼()!*+, =
1 − exp(−𝐾 ⋅ 𝐿𝐴𝐼)

𝐾
(3) 

𝐿𝐴𝐼(-./0/ = 𝐿𝐴𝐼 − 𝐿𝐴𝐼()!*+, (4) 

図 3 METPV-20 の代表年 
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図４ ガラスと PV の透過光スペクトル 



 

 

式(1)から(4)をもとに群落の光合成速度𝐴!,%.!234は次の式

で表される． 

𝐴!,%.!234 = (𝐴!,()!*+, ⋅ 𝐿𝐴𝐼()!*+,) + (𝐴!,(-./0/ ⋅ 𝐿𝐴𝐼(-./0/) (5) 

ただし，𝐴!,%.!234は単位面積あたりの群落光合成速度であ

るため，これに定植面積を乗算することで，全体の光合成

速度を算出することができる．図５は単位面積あたりの光

合成速度を PPFD と CO2濃度を説明変数としてグラフ化し

たものである．PPFD および CO2濃度が大きいほど光合成

速度は大きくなるが，一定以上になると光合成速度が飽和

する形となっている．今回のモデルから算出される光合成

速度は先行研究の実証実験から報告されている結果 20)と比

較して，概ね一致していたため妥当なモデルであると考え

られる． 

 

3.5 環境制御 

先述の通り，今回は換気・CO2 施用・遮光を環境制御と

して考慮する． 

まず，換気はハウス内気温を一定に保つために行う．今

回は顕熱輸送のみを考慮することとし，次の式により換気

量𝑉が決定する． 

𝑉 =
𝐼 ⋅ 𝛼 ⋅ 𝐴5

𝑐3 ⋅ 𝜌 ⋅ (𝑇+! − 𝑇2),)
(6) 

METPV-20 のデータである日射量𝐼をもとにハウス内に吸

収されるエネルギー量を分子とし，単位換気量あたりに放

出できるエネルギー量を分母とすることで計算している．

計算に用いられる各パラメータの数値は表１に示す． 

次に，CO2施用はハウス内の CO2濃度を高め，光合成速

度を大きくすることが目的である．ただし，換気を同時に

行っている場合には，施用した CO2が全て光合成に使用さ

れる訳ではない．そこで，経済性を損なう運転を防ぐため，

施用効率という考えを導入し，施用量の 5%以上が光合成

速度の増大に寄与するという制約条件を設けた． 

最後に，遮光は換気と CO2施用という 2つの環境制御を

踏まえ，光合成速度を最大にするように，ハウス内に取り

込む日射量を調節することが目的である．遮光制御を行う

にあたり，日射量と CO2濃度のトレードオフが非常に重要

である．光合成速度は日射量と CO2濃度の両方に正の相関

を持っているが，実際の施設栽培では，日射量と CO2濃度

を同時に高い水準に保つことは難しい．日射量が大きい場

合は，ハウス内に大きなエネルギーが取り込まれるため，

気温が上昇しやすく，適切な気温を維持するために必要な

換気量が多くなる．すると，CO2施用効率が悪化し，CO2濃

度を高めることができなくなる．一方で，CO2 濃度を高く

保つためには，換気量を小さくする必要があり，そのため

には，ハウス内に取り込まれるエネルギーを小さくする，

つまり日射量を小さくする必要がある．このトレードオフ

を踏まえ，本論文では，換気量・CO2 施用量・遮光を変数

とし，光合成速度を最大化する最適化問題を定式化してい

る． 

 

４.検証 

この章では，上述の手法を用いたシミュレーションによ

って得られた結果を検証する．まず，図６は太陽光パネル

の有無により，環境制御および光合成速度がどうように異

なるかをグラフ化したものである．1 日を通して晴天であ

った 1 月 2 日を選出し，太陽光パネルを設置しない，従来

通りの設備の場合を青線で，太陽光パネルを設置する場合

を赤線で示している．(a)は日射量に関するグラフで，点線

は遮光をしない場合にハウス内に入射する日射量を，実線

が最適化された遮光制御によりハウス内に入射することに

なった日射量を示している．太陽光パネルを設置しない場

合では，最大で 50%弱の日射量が遮光されることになった．

その結果，遮光という環境制御を考慮しない点線の場合に

比べ，作物が受ける日射量の差は縮小していることがわか

図５ PPFD と CO2濃度に対する光合成速度 

表 1 パラメータ 

名称 記号 数値 単位 

葉面積指数 𝐿𝐴𝐼 3 m2•m-2 

吸光係数 𝐾 0.8 - 

    

顕熱発生率 𝛼 0.5 - 

床面積 𝐴5 300 m2 

空気比熱 𝑐3  1004 J•kg-1•K-1 

空気密度 𝜌 1.225 kg•m-3 

ハウス内気温 𝑇+! 25 ℃ 

 



 

 

る．次に，(b)は換気量を示している．概ね遮光後の日射量

のグラフを同じ形となっており，どの時間帯でも太陽光パ

ネルを設置しない場合の方が換気量は大きい．そして，(c)

は CO2濃度を示している．正午前後は 500ppm から 600ppm

付近の濃度となっており，実際に行われている日本国内の

施設栽培と比較しても妥当な範囲での運用となっている．

最後に，(d)は光合成速度を示している．最適化された環境

制御の結果，太陽光パネルを導入すると朝夕の光合成速度

は小さくなるものの，正午前後は同等の光合成速度となる

ことがわかった． 

次に図７は，11 月を対象期間とし，太陽光パネルの設置

率を減少させていった場合に，累計の発電量と光合成量が

どう変化するかを示したグラフである．太陽光パネルの設

置率に対し，発電量は線形に大きくなるのに対し，光合成

量は非線形に小さくなることがわかる．グラフより太陽光

パネルの設置率を 0.8 とすることで，太陽光パネルを設置

しない場合に比べて光合成量は 81.0%となり，適切な営農

の継続の基準である 80%の収穫量の確保が実現できる．こ

の時，PPFD の透過率は 62.3%であることがわかった． 

さらに図８は，イチゴの主な栽培期間である，11 月から

3 月の期間について，各月ごとに光合成量の合計を集計し，

太陽光パネルの有無で比較したものである．PPFD の透過

率は図７の結果から 62.3%となる設置率とした．月によっ

て日数や日射量が異なるため，光合成量に差はあるものの，

太陽光パネルを設置しない場合に対して，太陽光パネルを

設置する場合の光合成量の割合は，11 月が最も小さく

81.0%，1 月が最も大きく 86.6%となっている．5ヶ月間の

光合成量の総和で比較すると，84.2%の光合成量が得られ

ることがわかった． PPFD が 62.3%となる環境であっても，

光合成速度を最大化する環境制御を考慮することで，数値

的には，累計の光合成量の減少が緩和される結果となった． 

 

５.結論 

換気・CO2 施用・遮光という環境制御を考慮し，イチゴ

の光合成速度を最大化させたところ，図６の(d)に示される

ように，正午前後では，太陽光パネルを設置する場合でも

設置しない場合と同等の光合成速度となることがわかった．

また，PPFD の透過率が 62.3%の場合に，11 月から 3 月ま

での期間において，各月の光合成量も，5 ヶ月間の光合成

量も農林水産省による収穫量 80%の基準を満たすことがで

きるという結果が得られた．そして今回の結果から，太陽

光パネルを設置する場合の収穫量を推定し，太陽光パネル

を設置しない場合と適切に比較するためには，環境制御を

考慮することが重要であることがわかった． 

しかし，本論文では解決できていない課題となる点や考

慮しきれていない点があることも事実である．特に，朝夕

の光合成速度の詳細検討，湿度の考慮，環境変化のダイナ

ミクスの分析については今後の課題である． 

今後の展望としては，これらの点を考慮したシミュレー

ションモデルを作成すること，さらには実証実験を実施し，

実際のデータをもとにモデルのバリデーションを行うこと

が挙げられる．そして推定された発電量と光合成量をもと

に，農家や農村，ひいては国全体にとって有益な営農型太

陽光発電システムの設計および運用を決定することが期待

される． 
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